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１．令和7年度ケアプラン点検の報告①
（目的）

要介護状態となっても必要な⼈に必要な介護サービスが適正に
提供できるよう、介護支援専⾨員が作成したケアプランが利用者
の「尊厳の保持」「重症化予防」「⾃⽴⽀援」に資する適切なケ
アマネジメントとなっているかを点検し、介護支援専⾨員の資質
向上を図ることでケアプランの精度を⾼めることを目的とする。

（実施方法）

ケアプラ

ン提出

•介護保険課から対象の事業所へケアプランの提出を依頼

•事業所は必要書類を介護保険課へ提出

ケアプラ

ン点検

•委託事業者が、提出書類を点検

三者面談

•オンライン面談（居宅介護支援事業所・委託事業所・介護保険課）にて介護支援専⾨

員の「気づき」を促し、「自立支援に資するケアマネジメント」を協議
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１．令和7年度ケアプラン点検の報告②

（実績）事業所数：6事業所

点検件数：50プラン

（点検結果分析・課題報告）

課題と改善

・把握している「利用者の意向」や「アセスメント内容」がケアプラン（第1表～第3表）や居宅介護支援経過（第5

表）の公的な記録に十分に反映されていない傾向があった。現場での実践と記録内容に乖離が生じており、思考過

程や判断根拠を論理的に記録に残すスキル向上が必要。

・一部の事業所では、独自の解釈により、課題分析標準項目（23項目）※の欠落や運営基準（モニタリング実施、

プラン変更手順等）の不徹底が見られ、ケアマネジメントの基本プロセスと法令遵守が必要。

アセスメント（課題分析）の深化

・利用者の「困りごと」の背景にある要因を深く分析し、サービス利用の必要性（根拠）を明確にする必要がある。

また、独自のアセスメントシートを使用している場合でも、課題分析標準項目※を網羅的に把握・記載することを

徹底すること。

※参照：介護保険最新情報Vol.1178（令和5年10月16日)
「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について」の一部改正について

アセスメントシートが課題分析標準項目（23項目）に対応して
いないソフトを利用されている場合は、備考欄等に手入力する
等情報取集に努めましょう。
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１．令和7年度ケアプラン点検の報告③

目標設定（第2表）の具体化

・「長期目標」や「短期目標」が抽象的な表現やサービス利用そのものになっている事例があった。利用者イ

メージできる具体的な生活像やスモールステップとして取り組めるよう、利用者の具体的な行動や達成レベル

がわかり、意欲が引き出せるプラン作成が望まれる。

・目標の期間設定は、認定期間に合わせるのではなく、目標達成に見合う適切な期間を設定すること。

インフォーマルサポートの活用（第3表）

・週間サービス計画表において、介護保険サービス以外の記述が少ない傾向があった。利用者の生活全体を俯瞰

し、家族の支援や利用者のセルフケア、地域のサロン等の社会資源の活用等を位置付け、生活の継続性を⾼め

る計画とする。

記録の充実（第4表・第5表）

・医療連携における主治医意見の反映、加算算定の根拠、サービス担当者会議における検討内容、ならびに支援

経過における判断プロセスについて、第三者が読んでも理解できる具体的な記録の作成が必要。
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（留意点１） 軽微な変更を適用するにあたって

１．ケアプランを変更する際の業務
ケアプランの変更については、新規にケアプランを作成する時と同様の業務を実施しなければなりません。
具体的には以下の業務です。

２．サービス担当者会議開催の目的と開催時期
サービス担当者会議は、効果的かつ実現可能な質の⾼いケアプランとすることを目的に開催され、各サービスが共通の目標を達

成するために具体的なサービスの内容として何ができるかなどについて、利用者の状況等に関する情報をサービス事業者の担当
者と共有するとともに、専⾨的な見地からの意見を求め調整を図るものです。
なお、サービス担当者会議は以下の場合において、開催することとされています。

１．令和7年度ケアプラン点検の報告④

「軽微な変更」を適用する場合、左
記の①～⑥までの一連の業務を必ず
しも実施する必要はありません

① ケアプランを新規に作成する場合
② 要介護・要支援更新認定を受けた場合または要介護等状態区分の変更の認定を受けた場合
③ ケアプランを変更する場合
④ 福祉用具貸与または福祉用具販売をケアプランに位置付ける場合 ４

※①③④⑤は運営基準減算項目。



（留意点１） 軽微な変更を適用するにあたって

３．軽微な変更に該当すると判断した場合の事務処理手順

①軽微な変更と判断した根拠、変更する日付と内容、利用者から同意を受けた日付、確認方法（電話や訪問面
接等）を支援経過（第5表）に記録する

②ケアプランに変更点を朱書きする
※第１表～第３表の差し替え不可。利用者分のケアプランの修正は後日訪問時等に実施可。

③サービス事業者の担当者との情報共有に努める（※朱書きしたケアプランの再交付は任意）
※必要に応じてサービス担当者会議を開催する。なお、この場合、全事業者を招集する必要性はなく、照会
等により意見を求めることもできる。

（留意点２） 同一種類のサービスを複数利用する場合

①複数利用する必要性をサービス担当者会議で協議する

②各サービス事業所で算定する加算（※）について、本⼈に必要であるかをサービス担当者会議で協議する

③記録に残す

※加算の種類によっては、一つの事業所しか算定できないため要注意

（場合によっては、減算の対象となります） ５

※参照：介護保険最新情報Vol.1213（令和6年3月15日)
「（略）指定居宅介護支援に要する額の算定に関する基準の制定に伴う
実施上の留意事項について」の一部改正について

１．令和7年度ケアプラン点検の報告⑤



 令和7年4月～12月（国保連給付実績より対象者抽出）

 対象者42⼈

 結果

ショート継続,69.0%

（29⼈）

特養入所, 19.0%

介護医療院入

所,2.4%

有料老⼈ホーム

入所,4.8%
入院,2.4%

死亡,2.4%

１ 調査時、追跡調査時の入所状況

施設申込み0か所と答えた中には、
要介護２以下のため、入所施設
が限られることも要因。

６

２．短期入所サービスに係る長期利用調査の報告①

要介護１, 

6.9%
要介護２, 

3.5%

要介護３, 

55.2%

要介護４, 

24.1%

要介護５, 

10.3%

２ 短期入所継続者（２９⼈）の介護度

0か所, 

17.2%

1か所, 69.0%

2か所, 10.3%

3か所, 3.5%
4か所以上, 0.0%

３ 短期入所継続者一⼈あたりの施設申請数



１．短期入所の長期利用の主な理由（29人）

・認知機能の低下・悪化

・見守りや声掛けが常に必要

・家族が就労中、病気や障害があり介護が困難

・自宅では独居のため、生活できない

・転倒のリスクが⾼い

・家族が⾼齢で介護が困難

２．特別養護老人ホームの申し込みが「1か所」と答えた理由

・短期入所の施設に慣れたのでそのまま入所を待ちたい、新しい環境に慣れ

るには負担が大きい

・家族が面会可能な距離に施設がある

・経済的理由

７

２．短期入所サービスに係る長期利用調査の報告②



３．特定事業所集中減算の要件変更
令和８年度前期分（サービス提供月：令和８年３月～令和８年８月）から、特定
事業所集中減算の算定要件（特定事業所集中減算を適用しない「正当な理由」に
ついて）が変わります。

令和７年度後期分まで 令和８年度前期分から
（サービス提供月：令和７年９月～令和８年２月） （サービス提供月：令和８年３月～令和８年８月）

要件①～④ （略）

⑤減算対象となる紹介率最⾼法⼈の事業所のうち、訪問介護

の通院等乗降介助を行える事業所が、当該居宅介護支援事業

所の通常の事業の実施地域内で５事業所未満であり、当該通

院等乗降介助を位置付けた居宅サービス計画数を除外して再

計算すると８０％以下となる場合

⑥困難事例を受け入れたために、集中したと認められる場合

（困難事例を除外すると８０％以下となる場合）

※災害時や他事業所の廃止等やむを得ない事情により利用者

が集中した場合

⑦サービスの質が⾼いことによる利用者の希望を勘案した場

合などにより特定の事業者に集中していると認められる場合

⑧減算対象となる紹介率最⾼法⼈の事業所に位置づけた居宅

サービス計画数のうち、離島居住者に係る居宅サービス計画

数を除外して再計算すると８０％以下となる場合

要件①～④ （略）

⑤災害その他やむを得ない理由があると市長が

認めた場合

利用者が多様な選択肢の中から最適
なサービスを受けられることによる
公正・中⽴なケアマネジメントの実
施とサービスの質の向上を図るため
変更しています。

８



４．適正なモニタリングの実施について①

不適切なモニタリングを実施している事例が発生しています。

［事例］

毎日デイサービスに通う利用者について、デイサービス事業所訪問によりモニタ
リングを実施した。

［結果］

モニタリングは居宅訪問により実施する必要があるため認められない。

運営基準減算を算定。

□指定居宅介護支援等の事業の⼈員及び運営に関する基準第１３条１４号

□指定居宅介護支援等の事業の⼈員及び運営に関する基準について⑮

□指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について ６
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４．適正なモニタリングの実施について②

適切なモニタリングの実施のため、下記には特に留意してください。

〇１月に１回、利用者に面接すること

１月に１回（必要に応じてそれ以上）、月途中の契約や入退院があった場合も原則として面接を実施
する必要があります。特段の事情に該当する場合は、電話等の代替案を検討のうえ、経緯や状況を都
度記録してください。

〇面接は、利用者の居宅訪問により行うこと

原則として、面接は利用者の居宅訪問により行う必要があります。なお、条件を満たす場合は２月に
１回はテレビ電話等の活用による面接も認められています。

〇モニタリングの結果を記録すること

実施したモニタリングは速やかに記録してください。記録についても、単純に「モニタリングを実施
した」ではなく、日時・場所・面接の方法・サービスの状況・本⼈の状況や様子・発言や意向など、
詳細かつ明確に記録してください。なお、モニタリングの記録は２年間の保存義務があります。
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不適切な貸与をしている事例が発生しています。

［事例］

認定調査結果で判断できないため市への事前申請が必要だが、事前申請せずに貸
与していた。

［結果］

事前申請が必要なため、申請なしでの貸与は認められないことから、

福祉用具貸与事業所が過誤申⽴し、利用者の⾃費負担とする。

※事前申請し、市が適切と判断すれば介護保険適用で貸与可となりうるケース。

介護認定の更新や区分変更の際には特にご注意ください。

１１

５．軽度者に対する福祉用具貸与のための事前申請①



「軽度者に対する福祉用具貸与に関する宇部市ガイドライン」
のとおり実施してください。

①：車いす及び車いす付属品、移動用リフト ②：①以外の福祉用具

認定調査結果

判断可能 担当者会議

必要性を確認し

適切か判断

判断不可能

①チェックシート作成

担当者会議

②市へ事前申請

１２

５．軽度者に対する福祉用具貸与のための事前申請②

・特殊寝台及び特殊寝台付属品 ・認知症老⼈徘徊感知機器

・床ずれ防止用具及び体位変換器・自動排泄処理装置


